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はじめに 

 

 我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響やロシアのウクライナ侵攻による原材料価格の高

騰等により、依然として厳しい状況が続くものと見込まれております。 

 加えて、多くの企業では、少子高齢化と人口減少による国内市場の縮小、設備の老朽化、人手不足の深

刻化とそれに伴う人件費の上昇、後継者難による事業承継の困難化など様々な課題を抱え、その対応に苦

慮しています。 

 このような状況下、地域経済の担い手である中小企業が成長していくためには、機動性や創造性を活か

して経営を革新し、環境変化に対応していくとともに、産業の垣根を越えた幅広い連携により新たな事業

展開を図り、新商品・新技術・新サービスの開発に積極的に取り組んでいくことが重要です。 

 本会では、毎年会員組合傘下企業のご協力のもとに「中小企業労働事情実態調査」を実施し、中小企業

の労働事情を明らかにし、中小企業労働対策の基礎資料としております。特に本年度は、従来の賃金、労

働時間、経営等の基本項目のほか、育児・介護休業制度、人材育成と教育訓練、原材料費・人件費(賃金等)

アップ等に対する販売価格への転嫁状況の項目を追加して調査を行いました。 

 本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握と労働環境改善の一助となれば幸いです。 

 最後に本調査の実施にあたり、ご協力いただきました調査先事業所の皆様に対し厚くお礼を申し上げま

すとともに、今後ますますのご発展をお祈りいたします。 

 

 

 

令和５年１月 

 

 

富山県中小企業団体中央会 
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Ⅰ．調査のあらまし 

 

１．調査の目的 

 本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに中央会

の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的とする。 

 

２．調査実施方法 

 富山県内中小企業800社を任意抽出し、対象事業所に対して郵送により調査票を配布して実施 

 

３．調査対象産業の選定 

 次に掲げる調査対象産業より任意抽出 

  Ａ．製造業   ａ．食料品製造業 

          ｂ．繊維工業 

          ｃ．木材・木製品製造業 

          ｄ．印刷・同関連業 

          ｅ．窯業・土石製品製造業 

          ｆ．化学工業 

          ｇ．金属・同製品製造業 

          ｈ．機械器具製造業 

          ｉ．その他の製造業 

  Ｂ．情報通信業 

  Ｃ．運輸業 

  Ｄ．建設業   ａ．総合工事業 

          ｂ．職別工事業（設備工事業を除く） 

          ｃ．設備工事業 

  Ｅ．卸売業 

  Ｆ．小売業（飲食店を除く） 

  Ｇ．サービス業 ａ．対事業所サービス業 

          ｂ．対個人サービス業 

 

４．調査対象事業所数 

 調査対象を800事業所として、製造業55％（440業所）、非製造業45％（360事業所）の割合で調査 

 

５．調査の内容 

（1）経営に関する事項 

（2）労働時間に関する事項 

（3）有給休暇に関する事項 

（4）従業員の採用に関する事項 

（5）育児・介護休業制度に関する事項 

 



- 2 - 

 

（6）人材育成と教育訓練に関する事項 

(7) 販売価格への転嫁に関する事項 

（8）賃金改定に関する事項 

 

６．調査時点 

令和4年7月1日現在 

 

７．調査票の設計と作成 

全国中小企業団体中央会において、全国統一調査票を設計・作成。 

 

８．集計 

全国中小企業団体中央会による。 

 

９．調査回答数 

299事業所、回答率 37.375％ 

 
 

 



- 3 - 

Ⅱ．回答事業所の概要 

 1．業種別・規模別回答状況 

回答事業所の業種別・規模別状況は下表のとおり。富山県の回答事業所299の内訳は、製造業が148

事業所、非製造業が151事業所で、1事業所当たりの平均従業員数は42.59人であった。 

 

　１～４人 　５～９人 　１０～２０人 　２１～２９人

18,811 6,473 3,095 3,378 6,480 4,416 2,064 4,517 1,341

富山県　計 299 80 36 44 106 69 37 73 40

　製造業　計 148 34 13 21 53 29 24 37 24

　　食料品 27 8 4 4 8 4 4 9 2

　　繊維工業 14 2 1 1 6 3 3 5 1

　　木材・木製品 8 5 3 2 1 1 1 1

　　印刷・同関連 9 1 1 5 4 1 3

　　窯業・土石 16 9 1 8 7 3 4

　　化学工業 9 1 1 3 2 1 2 3

　　金属、同製品 41 6 2 4 16 10 6 13 6

　　機械器具 12 4 1 3 3 5

　　その他 12 2 1 1 3 2 1 4 3

　非製造業　計 151 46 23 23 53 40 13 36 16

　　情報通信業 3 2 2 1 1

　　運輸業 27 13 9 4 9 5

　　建設業 43 12 3 9 16 13 3 12 3

　　　総合工事業 11 3 3 2 1 1 6

　　　職別工事業 11 5 2 3 4 3 1 2

　　　設備工事業 21 4 1 3 10 9 1 4 3

　　卸・小売業 51 21 13 8 17 13 4 7 6

　　　卸売業 32 9 6 3 13 10 3 5 5

　　　小売業 19 12 7 5 4 3 1 2 1

　　サービス業 27 11 5 6 6 5 1 8 2

　　　対事業所サービス業 15 4 2 2 2 2 7 2

　　　対個人サービス業 12 7 3 4 4 3 1 1

　全国

非

製

造

業

製

造

業

３０～９９人 １００～３００人業種別 事業所数 １～９人 １０～２９人
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 2．常用労働者の男女比率 

 常用労働者を男女の比率で見ると、県全体では「男性」が69.0％、「女性」が31.0％で、昨年度と比較

して男性は3.6％上昇し、女性は3.6％減少している。業種別で見ると、「男性」の比率が最も高いのは「運

輸業」の88.8％、次いで「建設業」の83.7％となっており、「女性」の比率が最も高いのは「繊維工業」

の69.7％となっている。 

 

男性 女性

　全国 18,811 595,165 69.9 30.1

富山県　計 299 12,733 69.0 31.0

　製造業　計 148 7,185 63.1 36.9

　　食料品 27 976 47.1 52.9

　　繊維工業 14 482 30.3 69.7

　　木材・木製品 8 285 67.4 32.6

　　印刷・同関連 9 632 68.5 31.5

　　窯業・土石 16 192 77.6 22.4

　　化学工業 9 693 46.3 53.7

　　金属、同製品 41 2,163 76.0 24.0

　　機械器具 12 973 69.5 30.5

　　その他 12 789 65.3 34.7

　非製造業　計 151 5,548 76.7 23.3

　　情報通信業 3 30 33.3 66.7

　　運輸業 27 1,451 88.8 11.2

　　建設業 43 1,618 83.7 16.3

　　　総合工事業 11 447 80.8 19.2

　　　職別工事業 11 196 84.2 15.8

　　　設備工事業 21 975 85.0 15.0

　　卸・小売業 51 1,719 64.0 36.0

　　　卸売業 32 1,373 69.3 30.7

　　　小売業 19 346 42.8 57.2

　　サービス業 27 730 68.9 31.1

　　　対事業所サービス業 15 568 76.2 23.8

　　　対個人サービス業 12 162 43.2 56.8

比率(％)

非

製
造

業

業種別 事業所数 実数合計

製

造

業
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 3．雇用形態別従業員比率 

 従業員の雇用形態を見ると、県全体では、「正社員」が80.4％と大多数を占め、「パートタイマー」が

9.6％、「嘱託・契約社員」が6.2％、「派遣」が1.8％と続いている。 

 業種別にみると、「正社員」の比率が最も高いのは「木材・木製品」の92.3％、次いで「建設業」が89.2％、

「化学工業」が88.4％、「運輸業」が84.4％と続いている。 

 

 

 
正社員

パートタイ
マー

派遣
嘱託・契約

社員
その他

　全国 18,803 634,895 75.4 14.6 2.3 5.8 2

富山県　計 299 13,531 80.4 9.6 1.8 6.2 2

　製造業　計 148 7,677 78 10.9 2.4 5.8 2.9

　　食料品 27 1,205 50.1 36.3 1 3.7 8.9

　　繊維工業 14 499 68.9 14 0.2 7.6 9.2

　　木材・木製品 8 287 92.3 2.4 0.7 4.2 0.3

　　印刷・同関連 9 678 77.3 9.6 0.6 10.6 1.9

　　窯業・土石 16 195 81 11.3 5.6 2.1

　　化学工業 9 705 88.4 5.5 1.3 4.8

　　金属、同製品 41 2,233 83.8 3.8 2.6 7.9 1.9

　　機械器具 12 1,054 82.2 7 7.2 3.2 0.4

　　その他 12 821 89.3 4.5 2.7 3.2 0.4

　非製造業　計 151 5,854 83.6 7.8 1 6.8 0.8

　　情報通信業 3 30 63.3 13.3 23.3

　　運輸業 27 1,579 84.4 5.8 0.9 8.2 0.7

　　建設業 43 1,630 89.2 1.7 0.6 8 0.6

　　　総合工事業 11 447 93.1 1.1 5.1 0.7

　　　職別工事業 11 200 86.5 5 1 4 3.5

　　　設備工事業 21 983 88 1.2 0.7 10.1

　　卸・小売業 51 1,816 84.1 9.7 0.6 5 0.6

　　　卸売業 32 1,388 90.7 4.4 0.3 4.3 0.3

　　　小売業 19 428 62.9 27.1 1.6 7 1.4

　　サービス業 27 799 70.2 19.9 3 5.1 1.8

　　　対事業所サービス業 15 619 73.8 14.9 3.7 5.5 2.1

　　　対個人サービス業 12 180 57.8 37.2 0.6 3.9 0.6

雇用形態の比率(％)

事業所数 実数合計業種別

非

製

造

業

製

造
業
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Ⅲ．調査結果の概要 

 1.経営状況について 

 (1) 経営状況 

 前年度と比較した現在の経営状況について、「良い」と回答した事業所の割合から「悪い」と回答した

事業所の割合を差し引いた県全体のＤＩ値は－16.1ポイントであった。これは昨年度に比べ6.8ポイント

上昇しており、回復傾向にある。業種別に見ると、製造業は17.0ポイント上昇しているが、非製造業は

3.3ポイント下降している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ DI値＝「良い」と回答した企業の割合(％)－「悪い」と回答した企業の割合(％) 

 

良い 変わらない 悪い 今年度:A 前年度:B A-B

　全国 18,558 17.2 47.3 35.5 -18.3 -25.7 7.4

富山県　計 298 18.8 46.3 34.9 -16.1 -22.9 6.8

　製造業　計 147 23.8 47.6 28.6 -4.8 -21.8 17.0

　　食料品 26 19.2 57.7 23.1 -3.9 -60.0 56.1

　　繊維工業 14 14.3 50 35.7 -21.4 -44.4 23.0

　　木材・木製品 8 25 62.5 12.5 12.5 -25.0 37.5

　　印刷・同関連 9 77.8 22.2 -50.0 50.0

　　窯業・土石 16 6.3 43.8 50 -43.7 -40.0 -3.7

　　化学工業 9 77.8 22.2 -12.5 12.5

　　金属、同製品 41 39 36.6 24.4 14.6 -1.9 16.5

　　機械器具 12 41.7 33.3 25 16.7 23.5 -6.8

　　その他 12 33.3 25 41.7 -8.4 -9.1 0.7

　非製造業　計 151 13.9 45 41.1 -27.2 -23.9 -3.3

　　情報通信業 3 66.7 33.3 -50.0 50.0

　　運輸業 27 18.5 37 44.4 -25.9 9.1 -35.0

　　建設業 43 11.6 46.5 41.9 -30.3 -28.6 -1.7

　　　総合工事業 11 9.1 45.5 45.5 -36.4 -25.0 -11.4

　　　職別工事業 11 18.2 27.3 54.5 -36.3 -33.3 -3.0

　　　設備工事業 21 9.5 57.1 33.3 -23.8 -28.6 4.8

　　卸・小売業 51 15.7 45.1 39.2 -23.5 -22.9 -0.6

　　　卸売業 32 21.9 43.8 34.4 -12.5 -12.2 -0.3

　　　小売業 19 5.3 47.4 47.4 -42.1 -37.9 -4.2

　　サービス業 27 11.1 48.1 40.7 -29.6 -53.3 23.7

　　　対事業所サービス業 15 6.7 53.3 40 -33.3 -35.3 2.0

　　　対個人サービス業 12 16.7 41.7 41.7 -25.0 -76.9 51.9

経営状況(％) DI値

非
製
造
業

製
造
業

事業所数業種別
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 (2) 主要事業の今後の方針 

主要な事業の今後の方針については、「現状維持」と回答した事業所が最も多く県全体の65.1％、「強

化拡大」が29.1％、「縮小」が4.8％、「廃止」が0.7％となった。「強化拡大」と回答した事業所の割

合から「縮小」または「廃止」と回答した事業所の割合を差し引いたＤＩ値は、県全体で23.6ポイントで

あり、昨年度に比べ1.1ポイント上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＤＩ値=「強化拡大」と回答した企業の割合(％)－「縮小」または「廃止」と回答した企業の割合(％)    

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

18,435 30.2 64.2 4.4 0.7 0.5 25.1

富山県　計 292 29.1 65.1 4.8 0.7 0.3 23.6

　製造業　計 142 36.6 59.2 3.5 0.7 32.4

　　食料品 26 26.9 65.4 3.8 3.8 19.3

　　繊維工業 14 35.7 50.0 14.3 21.4

　　木材・木製品 8 37.5 50.0 12.5 25.0

　　印刷・同関連 9 22.2 77.8 22.2

　　窯業・土石 14 14.3 85.7 14.3

　　化学工業 9 66.7 33.3 66.7

　　金属、同製品 39 41.0 56.4 2.6 38.4

　　機械器具 12 58.3 41.7 58.3

　　その他 11 36.4 63.6 36.4

　非製造業　計 150 22.0 70.7 6.0 0.7 0.7 15.3

　　情報通信業 3 100.0 0.0

　　運輸業 27 29.6 70.4 29.6

　　建設業 42 28.6 66.7 4.8 28.6

　　　総合工事業 11 27.3 63.6 9.1 27.3

　　　職別工事業 10 10.0 90.0 10.0

　　　設備工事業 21 38.1 57.1 4.8 38.1

　　卸・小売業 51 15.7 72.5 11.8 15.7

　　　卸売業 32 25.0 65.6 9.4 25.0

　　　小売業 19 84.2 15.8 -15.8

　　サービス業 27 18.5 70.4 3.7 3.7 3.7 11.1

　　　対事業所サービス業 15 26.7 60.0 6.7 6.7 20.0

　　　対個人サービス業 12 8.3 83.3 8.3 0.0

　全国

DI値
今後の方針(％)

非

製
造

業

事業所数業種別

製

造

業
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 (3) 経営上の障害(複数回答） 

 現在、経営上どのようなことが障害になっているかを聞いたところ、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」

と回答した事業所が県全体の63.3％と最も多く、次いで「人材不足（質の不足）」が43.2％、「販売不振・

受注の減少」が36.4％、「労働力不足(量の不足)」が32.0％と続いている。 

 上記以外の項目を業種別で見てみると、製造業では「納期・単価等の取引条件の厳しさ」が、非製造業

では「人件費の拡大」、「同業他社との競争激化」が高くなっている。 
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 経営上の障害として回答の多かった主な項目の推移を年度別に見ると、昨年度最も高かった「人材不足

(質の不足)」が43.2％に減少し、代わって「原材料・仕入品の高騰」が63.3％と大幅に上昇した。その他

の項目では「販売不振・受注の減少」が36.4％、「人材不足(量の不足)」が32.0％、「同業他社との競争

激化」が13.9％とそれぞれ減少している。 
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 (4) 経営上の強み(複数回答） 

 自社の経営上の強みについて聞いたところ、県全体では「顧客への納品・サービスの速さ」が29.7％と

最も高く、次いで「技術力・製品開発力」が23.3％と続いている。 

 業種別では、製造業においては「製品の品質・精度の高さ」が33.1％で最も高く、次いで「顧客への納

品・サービスの速さ」が29.0％と続いており、非製造業では「顧客への納品・サービスの速さ」が30.4％

で最も高く、次いで「組織の機動力・柔軟性」が23.2％となっている。 
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 経営上の強みとして回答の多い主な項目の推移を年度別に見ると、昨年度と同様に最も高かった項目は

「顧客への納品・サービスの速さ」であり、今年度は4.1％上昇している。また令和元年度から減少傾向

にある「製品の品質・精度の高さ」も22.3％と引き続き減少している。代って「製品・サービスの独自性」

「技術力・製品開発力」「組織の機動力・柔軟性」の項目は上昇傾向にある。 
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 2．従業員の労働時間について 

 (1) 週所定労働時間 

 週所定労働時間について聞いたところ、県全体では「40時間」とする事業所が40.4％と最も多く、次い

で「38時間超40時間未満」が36.6％と続いている。 

 

 

 

 

※ 現在、労働基準法で「40時間超44時間以下」が認められているのは、10人未満の商業・サービス業

の一部等の特例事務所のみであるが、回答結果のまま掲載した。 

３８時間以下
３８時間超

４０時間未満
４０時間

４０時間超
４４時間以下

18,414 15.8 26.7 49.1 8.4

富山県　計 292 17.8 36.6 40.4 5.1

　製造業　計 145 16.6 40.7 42.1 0.7

　　食料品 26 19.2 34.6 42.3 3.8

　　繊維工業 14 7.1 50.0 42.9

　　木材・木製品 7 14.3 42.9 42.9

　　印刷・同関連 9 11.1 55.6 33.3

　　窯業・土石 16 18.8 31.3 50.0

　　化学工業 9 22.2 44.4 33.3

　　金属、同製品 41 12.2 41.5 46.3

　　機械器具 12 25.0 41.7 33.3

　　その他 11 27.3 36.4 36.4

　非製造業　計 147 19.0 32.7 38.8 9.5

　　情報通信業 3 33.3 33.3 33.3

　　運輸業 26 15.4 34.6 42.3 7.7

　　建設業 43 16.3 39.5 39.5 4.7

　　　総合工事業 11 27.3 45.5 18.2 9.1

　　　職別工事業 11 9.1 36.4 45.5 9.1

　　　設備工事業 21 14.3 38.1 47.6

　　卸・小売業 50 22.0 26.0 38.0 14.0

　　　卸売業 32 21.9 34.4 40.6 3.1

　　　小売業 18 22.2 11.1 33.3 33.3

　　サービス業 25 20.0 32.0 36.0 12.0

　　　対事業所サービス業 15 6.7 40.0 40.0 13.3

　　　対個人サービス業 10 40.0 20.0 30.0 10.0

週所定労働時間(%)

非

製

造

業

製

造

業

　全国

業種別 事業所数
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 (2) 月平均残業時間 

 従業員１人当たりの月平均残業時間（前年実績）について聞いたところ、県全体の平均残業時間は10.14

時間で前年に比べ0.94時間増加した。製造業では2.82時間増加し、非製造業では0.82時間減少した。業

種別では、が「機械器具」が25.33時間と最も長く、次いで「運輸業」が22.12時間、「情報通信業」が

15.00時間、「金属・同製品」が12.33時間と続いている。 

 

 

 
０時間

１０時間未
満

１０～２０
時間未満

２０～３０
時間未満

３０～５０
時間未満

５０時間以
上

　全国 18,066 26.0 29.6 23.2 12.5 7.3 1.3 11

富山県　計 282 26.6 30.9 24.1 12.4 4.3 1.8 10.14

製造業　計 138 19.6 35.5 25.4 14.5 3.6 1.4 10.83

　　食料品 26 26.9 38.5 11.5 19.2 3.8 9.42

　　繊維工業 12 25.0 41.7 16.7 8.3 8.3 10.08

　　木材・木製品 7 42.9 57.1 1.86

　　印刷・同関連 9 11.1 55.6 11.1 22.2 7.67

　　窯業・土石 13 7.7 53.8 30.8 7.7 9.00

　　化学工業 9 33.3 44.4 22.2 5.22

　　金属、同製品 40 15.0 20.0 40.0 17.5 7.5 12.33

　　機械器具 12 8.3 16.7 41.7 16.7 8.3 8.3 25.33

　　その他 10 20.0 40.0 20.0 20.0 8.60

　非製造業　計 144 33.3 26.4 22.9 10.4 4.9 2.1 9.48

　　情報通信業 2 50.0 50.0 15.00

　　運輸業 26 23.1 26.9 26.9 11.5 11.5 22.12

　　建設業 42 16.7 38.1 33.3 9.5 2.4 8.88

　　　総合工事業 11 9.1 45.5 36.4 9.1 9.09

　　　職別工事業 10 20.0 40.0 40.0 6.90

　　　設備工事業 21 19.0 33.3 28.6 14.3 4.8 9.71

　　卸・小売業 49 57.1 20.4 14.3 4.1 4.1 5.35

　　　卸売業 31 51.6 19.4 22.6 3.2 3.2 5.68

　　　小売業 18 66.7 22.2 5.6 5.6 4.78

　　サービス業 25 48.0 24.0 20.0 8.0 5.00

　　　対事業所サービス業 14 42.9 21.4 28.6 7.1 5.86

　　　対個人サービス業 11 54.5 27.3 9.1 9.1 3.91

製

造

業

非

製
造

業

平均値業種別 事業所数

月平均残業時間(％)
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 3.従業員の有給休暇について 

 (1) 年次有給休暇の平均「付与」日数 

 従業員１人当たりの年次有給休暇の付与日数（前年実績）について聞いたところ、県全体の平均は16.13

日で、昨年の15.63日から0.5日の増加となった。 

 業種別でみると、製造業では0.09日、非製造業では0.89日の増加となっている。 

 

 １０日未満
１０～１５

日未満
１５～２０

日未満
２０～２５

日未満
２５日以上

16,661 8.6 18.8 51.5 17.6 3.4 15.96

富山県　計 267 4.5 16.5 61.8 17.2 16.13

　製造業　計 137 2.2 18.2 66.4 13.1 16.09

　　食料品 23 8.7 34.8 43.5 13.0 14.43

　　繊維工業 12 75.0 25.0 17.67

　　木材・木製品 6 16.7 50.0 33.3 17.00

　　印刷・同関連 9 22.2 66.7 11.1 16.56

　　窯業・土石 16 31.3 50.0 18.8 15.63

　　化学工業 9 11.1 77.8 11.1 16.11

　　金属、同製品 41 9.8 78.0 12.2 16.83

　　機械器具 12 100.0 17.58

　　その他 9 11.1 44.4 44.4 12.67

　非製造業　計 130 6.9 14.6 56.9 21.5 16.17

　　情報通信業 3 66.7 33.3 18.33

　　運輸業 25 4.0 16.0 72.0 8.0 15.80

　　建設業 41 7.3 7.3 68.3 17.1 16.71

　　　総合工事業 11 72.7 27.3 17.64

　　　職別工事業 9 22.2 11.1 55.6 11.1 14.33

　　　設備工事業 21 4.8 9.5 71.4 14.3 17.24

　　卸・小売業 41 7.3 17.1 41.5 34.1 16.32

　　　卸売業 29 6.9 3.4 55.2 34.5 17.28

　　　小売業 12 8.3 50.0 8.3 33.3 14.00

　　サービス業 20 10.0 25.0 45.0 20.0 14.90

　　　対事業所サービス業 14 14.3 14.3 50.0 21.4 15.00

　　　対個人サービス業 6 50.0 33.3 16.7 14.67

　全国

非

製

造

業

 平均値

製

造

業

業種別 事業所数

年次有給休暇の平均付与日数(％)
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 (2) 年次有給休暇の平均「取得」日数 

 従業員１人当たりの年次有給休暇の取得日数（前年実績）について聞いたところ、県全体の平均は8.99

日で、昨年の8.59日から0.4日増加した。 

業種別で見ると、製造業では0.22日、非製造業では0.54日それぞれ増加し、県全体の4年連続増加に

寄与している。 

 

 

 

 

 

５日未満
５～１０日

未満
１０～１５

日未満
１５～２０

日未満
２０日以上

16,661 6.9 48.9 35.1 7.1 2.0 8.87

富山県　計 267 5.6 47.2 39.7 6.7 0.7 8.99

　製造業　計 137 5.8 41.6 46.0 5.8 0.7 9.20

　　食料品 23 17.4 56.5 26.1 6.70

　　繊維工業 12 58.3 25.0 16.7 9.58

　　木材・木製品 6 33.3 66.7 9.83

　　印刷・同関連 9 55.6 33.3 11.1 9.44

　　窯業・土石 16 6.3 50.0 37.5 6.3 8.75

　　化学工業 9 11.1 77.8 11.1 11.67

　　金属、同製品 41 2.4 34.1 56.1 7.3 9.90

　　機械器具 12 41.7 50.0 8.3 9.92

　　その他 9 22.2 22.2 55.6 8.56

　非製造業　計 130 5.4 53.1 33.1 7.7 0.8 8.77

　　情報通信業 3 66.7 33.3 9.00

　　運輸業 25 4.0 60.0 24.0 12.0 8.76

　　建設業 41 2.4 56.1 31.7 9.8 9.20

　　　総合工事業 11 63.6 36.4 9.09

　　　職別工事業 9 11.1 88.9 6.33

　　　設備工事業 21 38.1 42.9 19.0 10.48

　　卸・小売業 41 9.8 53.7 31.7 2.4 2.4 8.20

　　　卸売業 29 6.9 62.1 31.0 7.79

　　　小売業 12 16.7 33.3 33.3 8.3 8.3 9.17

　　サービス業 20 5.0 35.0 55.0 5.0 9.05

　　　対事業所サービス業 14 7.1 28.6 57.1 7.1 9.36

　　　対個人サービス業 6 50.0 50.0 8.33

　全国

非

製
造

業

平均値

製

造

業

業種別 事業所数
年次有給休暇の平均取得日数(％)
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 (3) 年次有給休暇の平均取得率 

 従業員１人当たりの年次有給休暇の取得率（前年実績）は、「50～70％未満」が県全体の41.6％で最も

多く、次いで「70～100％」が24.7％、「30～50％未満」が22.5％、「20～30％未満」が8.6％と続いて

おり、平均取得率は57.46％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０％未満
１０～２０％未

満

２０～３０％未

満

３０～５０％未

満

５０～７０％未

満
７０～１００％

16,661 1.4 2.2 7.2 23.0 34.7 31.5 58.99

富山県　計 267 1.1 1.5 8.6 22.5 41.6 24.7 57.46

　製造業　計 137 0.7 1.5 8.0 19.0 46.7 24.1 58.56

　　食料品 23 4.3 4.3 4.3 21.7 47.8 17.4 50.15

　　繊維工業 12 16.7 16.7 50.0 16.7 53.70

　　木材・木製品 6 16.7 16.7 33.3 33.3 61.23

　　印刷・同関連 9 22.2 22.2 22.2 33.3 57.61

　　窯業・土石 16 6.3 6.3 25.0 43.8 18.8 56.38

　　化学工業 9 55.6 44.4 73.51

　　金属、同製品 41 7.3 19.5 51.2 22.0 59.66

　　機械器具 12 8.3 25.0 50.0 16.7 56.70

　　その他 9 11.1 44.4 44.4 72.04

　非製造業　計 130 1.5 1.5 9.2 26.2 36.2 25.4 56.31

　　情報通信業 3 33.3 33.3 33.3 49.25

　　運輸業 25 4.0 12.0 20.0 36.0 28.0 56.11

　　建設業 41 12.2 26.8 34.1 26.8 57.11

　　　総合工事業 11 45.5 54.5 51.75

　　　職別工事業 9 33.3 22.2 22.2 22.2 51.40

　　　設備工事業 21 9.5 19.0 28.6 42.9 62.37

　　卸・小売業 41 2.4 2.4 7.3 31.7 34.1 22.0 54.00

　　　卸売業 29 3.4 3.4 3.4 41.4 37.9 10.3 48.71

　　　小売業 12 16.7 8.3 25.0 50.0 66.79

　　サービス業 20 5.0 20.0 50.0 25.0 60.70

　　　対事業所サービス業 14 7.1 14.3 57.1 21.4 60.65

　　　対個人サービス業 6 33.3 33.3 33.3 60.82

年次有給休暇の平均取得率(％)

製

造

業

　全国

非

製

造

業

平均値業種別 事業所数
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 4.従業員の採用計画について 

 (1) 令和3年度従業員の採用計画の有無(複数回答) 

 令和3年度に従業員の採用計画があったかを聞いたところ、「新規採用を行った」と回答した事業所は

県全体の26.2％、「中途採用を行った」が52.0％、「採用計画はなし」は42.9％であった。 

  

 

 

 

 

 

新卒採用を
行った

中途採用を
行った

採用計画は
なし

18,496 22.4 47.6 46.0

富山県　計 294 26.2 52.0 42.9

　製造業　計 146 28.8 54.8 39.7

　　食料品 26 23.1 50.0 38.5

　　繊維工業 14 21.4 42.9 57.1

　　木材・木製品 8 25.0 37.5 62.5

　　印刷・同関連 9 44.4 33.3 55.6

　　窯業・土石 16 0.0 62.5 37.5

　　化学工業 9 55.6 66.7 33.3

　　金属、同製品 41 29.3 51.2 41.5

　　機械器具 11 63.6 81.8 9.1

　　その他 12 25.0 75.0 25.0

　非製造業　計 148 23.6 49.3 45.9

　　情報通信業 3 0.0 0.0 100.0

　　運輸業 27 11.1 66.7 33.3

　　建設業 42 35.7 59.5 31.0

　　　総合工事業 11 54.5 63.6 36.4

　　　職別工事業 11 27.3 27.3 45.5

　　　設備工事業 20 30.0 75.0 20.0

　　卸・小売業 49 26.5 38.8 55.1

　　　卸売業 31 25.8 41.9 51.6

　　　小売業 18 27.8 33.3 61.1

　　サービス業 27 14.8 40.7 59.3

　　　対事業所サービス業 15 20.0 60.0 40.0

　　　対個人サービス業 12 8.3 16.7 83.3

製

造
業

非

製

造

業

採用計画(％)
業種別 事業所数

　全国
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 (2) 新規学卒者の初任給 

 新規学卒者の1人当たりの平均初任給額（令和4年6月支給額）は以下のとおり。 

・単純平均による平均初任給額の推移 

 

 

 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

H18 158,880 148,813 163,331 162,636 171,041 159,638 182,705 188,630

H19 155,679 153,711 170,275 169,994 169,103 162,291 190,085 183,969

H20 160,351 147,752 169,982 157,600 173,509 160,633 186,283 186,438

H21 158,179 154,976 161,219 161,420 175,026 158,667 195,224 184,095

H22 155,125 157,520 168,333 165,000 160,559 145,000 199,318 187,676

H23 159,081 157,553 166,984 168,900 167,745 157,871 193,911 189,963

H24 155,456 150,955 173,211 167,100 170,143 164,329 188,076 183,898

H25 161,539 158,934 166,297 173,440 176,271 164,068 193,209 187,774

H26 161,529 161,900 158,430 168,100 183,900 170,667 192,201 183,503

H27 160,011 161,113 173,261 - 184,800 172,333 193,330 186,806

H28 160,842 158,220 172,386 169,500 176,525 169,100 192,690 193,358

H29 162,715 165,083 167,350 164,800 171,400 178,440 196,256 189,528

H30 166,409 162,900 173,114 166,000 179,500 174,957 193,183 194,300

R1 168,290 165,531 172,913 163,333 175,200 171,386 192,783 198,766

R2 172,077 158,746 175,917 156,500 168,719 176,167 202,012 195,505

R3 169,613 167,942 180,417 187,598 179,929 170,233 196,214 203,051

R4 174,927 164,700 178,625 181,847 - 179,000 197,870 200,995

全
体

高校卒 専門卒 短大卒 大学卒
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・加重平均による平均初任給額の推移 

 

 

 

 

 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

H18 155,588 154,366 164,426 162,197 171,045 165,377 184,314 186,996

H19 154,636 152,029 171,212 172,398 170,224 162,788 190,127 184,010

H20 156,428 148,752 170,567 156,086 170,278 160,633 186,863 185,627

H21 156,728 153,888 162,000 168,282 179,304 161,313 203,341 188,119

H22 154,607 158,433 172,296 171,429 160,559 145,000 201,444 190,470

H23 157,580 160,956 162,224 171,086 167,872 161,300 195,485 189,954

H24 156,193 153,079 171,270 168,733 171,786 163,322 191,224 186,620

H25 161,618 158,588 164,120 180,145 176,271 163,676 196,418 185,143

H26 160,020 165,854 159,295 167,944 183,900 170,667 192,720 185,433

H27 161,124 160,497 169,526 - 184,800 165,523 195,308 190,787

H28 161,251 158,517 173,088 164,333 176,438 171,750 191,326 196,953

H29 160,782 162,582 164,533 165,900 172,000 180,367 195,504 192,354

H30 166,407 163,222 176,433 166,000 175,250 177,189 197,660 194,245

R1 167,983 167,213 170,080 163,333 178,222 172,920 195,108 197,705

R2 172,033 164,889 179,111 156,500 167,153 172,925 201,122 193,810

R3 168,139 167,680 176,357 187,598 179,929 171,822 199,293 205,653

R4 170,767 164,314 177,900 162,000 - 177,200 201,945 201,729

短大卒 大学卒

全
体

高校卒 専門卒
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 (3) 新規学卒者の採用状況 

 新規学卒者の採用状況を聞いたところ、学卒ごとの採用計画人数、採用実績人数、充足率(採用実績人数

/採用計画人数×100)、平均採用人数は以下のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規学卒者の採用充足状況（高校卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

1.0022 22 100.0 2.20 3 5 3 60.0

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 12 27 25

4 100.0 1.332.39 17 47 39 83.0 2.29

92.6 2.08 10

9 7 77.8 1.17

18 51 43 84.3

27 69 61 88.4 2.26 630 78 68 87.2 2.27

3 4

1,488 3,608 2,675 74.1

業種別

合計 技術系 事務系

　全国 1,752 4,319 3,271 75.7 1.87 711 596 83.8 1.621.80 368

新規学卒者の採用充足状況（専門学校卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

4 5 5 100.0 1.25 3 4 100.0 1.33

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計

100.0 1.00 1 1 1 100.01 1.001 1

5 6 6 100.0 1.20

501 810 715 88.3

4 5 5 100.0 1 1.00

100.0 1.001 1 1

100.0

185 174 94.1 1.391.43 125

4

1.25 1 1

業種別

合計 技術系 事務系

　全国 613 995 889 89.3 1.45

新規学卒者の採用充足状況（短大（含高専））

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 1 1 1 100.0

4 4 100.0 1.33

事務系

　全国

3 4 4 100.0 1.33 3

59

1 1 1 100.0 1.001.00

業種別

合計 技術系

154 89.5 1.21185 259 235 90.7 1.27

1.25

1.37

4

87 81 93.1127 172

5 5 100.04 5 5 100.0 1.25

新規学卒者の採用充足状況（大学卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 7 26 24 92.3 3.433.50 8 27 25 92.6 3.1314 53 49 92.5

13 10 76.9 1.43

39 34 87.2 2.43

18 52 44 84.6

1015 899 88.6 2.04

32 105 93 88.6 2.91

7

14

441　全国 1126 2840 2420 85.2 2.15

業種別

合計 技術系

2.44 16 39 34

24 66 59 89.4

807 1825 1521 83.3 1.88

87.2 2.13

2.46

事務系
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 (4) 中途採用者への初回支給額 

 中途採用者への初回支給額を聞いたところ、学卒ごとの事業所数、初回支給額、格差(県全体平均/全国

平均×100)は以下のとおりであった。 

①単純平均 

 

 

 

 

中途採用者の初回支給額（単純平均：高校卒）

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差

201,489

業種別
技術系 事務系

　全国 2,618 212,357 100.0 1,128 191,892 100.0

富山県　計 105.045 223,033 105.0 18

200,725 103.717 241,588 107.7 8

　製造業　計

　非製造業　計

28 211,768 105.2 10 202,101 106.3

中途採用者の初回支給額（単純平均：専門学校卒）

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差

205,500 100.6

7 216,343 98.3 2 201,250

100.0

業種別
技術系 事務系

　全国 521 220,156 100.0 316 207,005

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 2 203,700 86.5 1 197,000 94.1

97.2

5 221,400 107.4 1

中途採用者の初回支給額（単純平均：短大卒（含高専））

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差

96.1

4 212,120 103.6 3 188,667 97.1

5 205,176 97.5 3 188,667

100.0

業種別
技術系 事務系

　全国 180 210,423 100.0 168 196,379

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 1 177,400 81.1

中途採用者の初回支給額（単純平均：大学卒）

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差
業種別

技術系 事務系

　全国

13 245,733 103.1 20 238,538

962 238,334 100.0 805 237,953 100.0

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 3 237,433 96.8 8 217,159 93.0

100.2

10 248,223 107.1 12 252,791 104.4
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 ②加重平均 
中途採用者の初回支給額（加重平均：高校卒）

対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差
業種別

技術系 事務系

　全国 5,531 208,719 100.0 1,931 190,801 100.0

103.3

72 207,407 105.0 17 193,773 103.0

99 214,315 102.7 28 197,062

202,145 104.627 232,737 104.9 11

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計

中途採用者の初回支給額（加重平均：専門学校卒）

対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差

202,667

729 221,981 100.0 451 203,767 100.0

4 203,700 84.3 1 197,000 95.9

業種別
技術系 事務系

　全国

99.5

8 199,125 97.8 2 205,500 102.0

12 200,650 90.4 3富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計

中途採用者の初回支給額（加重平均：短大卒（含高専））

対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差
業種別

技術系 事務系

　全国

6 196,413 96.3 3 188,667

100.0

7 193,697 93.4 3 188,667 94.4

232 207,423 100.0 216 199,805

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 1 177,400 83.3

95.3

中途採用者の初回支給額（加重平均：大学卒）

対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差

100.0

業種別
技術系 事務系

　全国 1,439 239,104 100.0 1,360 244,026

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 4 246,150 101.6 20 239,230 99.7

98.3

15 248,628 105.4 19 240,636 97.1

19 248,106 103.8 39 239,915
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(5) 中途採用者の採用状況 

中途採用者の採用状況を聞いたところ、学卒ごとの採用計画人数、採用実績人数、充足率(採用実績人数

/採用計画人数×100)、平均採用人数は以下のとおりであった。 

 
中途採用者の採用充足状況（高校卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

2,618 6,350 5531 87.1

業種別

合計 技術系 事務系

　全国 3,372 8,406 7,462 88.8 2.21 2,056 1,931 93.9 1.712.11 1,128

31 28 90.3 1.56

32 96 89 92.7

45 104 99 95.2 2.20 1855 135 127 94.1 2.31

23 39 38

10 20 17 85.0 1.702.78 28 76 72 94.7 2.57

1.59 8 11 11 100.0 1.3897.4 1.65 17 28 27 96.4

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計

中途採用者の採用充足状況（専門学校卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事務系

1.43

9 15 15 100.0 1.67

521 775 729 94.1 1.40 316800 1,241 1180 95.1 1.48

7 12 12 100.0 1.71 2

466 451 96.8　全国

2 2 100.0 2.00

業種別

合計 技術系

5 8 8 100.0 1.60 1

3 3 100.0 1.50

6 10 10

1 1 1 100.0 1.001.67 2 4 4 100.0 2.00

富山県　計

　非製造業　計

　製造業　計

3 5 5 100.0

100.0 1.67

中途採用者の採用充足状況（短大（含高専））

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

96.4 1.29

8 10 10 100.0

1.33 180 247 232 93.9 1.29337 471 448 95.1

業種別

合計

1.29 4 6 67 9 9 100.0

1.25 5 7 7

技術系

1 1 1 100.0 1.00

事務系

　全国

3 3 3 100.0 1.00100.0 1.50

3 3 3 100.0 1.00100.0 1.40

168 224 216

1 1 1 100.0 1.00

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計

中途採用者の採用充足状況（大学卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事務系

96.1 1.69

28 62 58 93.5 2.07

962 1,548 1,439 93.0 1.50 8051,617 2,963 2,799 94.5 1.73

19 100.0 1.58

業種別

合計 技術系

10 15 15 100.0 1.50 12

40 39 97.5 1.95

18 34 34 100.0

1,360

10 28 24 85.7

　全国

191.89

13 22 19 86.4 1.46 20

1,415

富山県　計

　製造業　計

　非製造業　計 8 21 20 95.2 2.502.40 3 7 4 57.1 1.33
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(6) 中途採用者の年齢層(複数回答) 

中途採用者の年齢層(中途採用した事業所のうち各年齢層の回答割合)について聞いたところ、県全体では

「35～44歳」が52.3％と最も高く、次いで「25～34歳」と「45～55歳」が同率の46.3％だった。製造業

では「25～34歳」が57.0％、非製造業では「35～44歳」が50.0％と最も高かった。 
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５．育児・介護休業制度について 

(1)育児・介護休業制度を取得した雇用形態・性別(複数回答) 

 育児休業制度を取得した雇用形態・性別を聞いたところ、県全体、製造業、非製造業いずれも「女性正

社員」が最も高くなっている。次いで県全体、製造業ともに「男性正社員」が続いており、それぞれ6.6％、

9.6％であった。また、介護休業制度を取得した雇用形態・性別を聞いたところ、県全体、製造業、非製造

業いずれも「取得従業員なし」が最も高く、それぞれ55.3％、47.8％、62.8％であった。 
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2) 育児休業・介護休業を取得した従業員の代替要員(複数回答） 

 育児休業・介護休業を取得した従業員の代替要員について聞いたところ、県全体、製造業、非製造業い

ずれも「現在の人員で対応した」との回答が最も多く、それぞれ59.3％、58.4％、60.3％であった。 

 

 

　全国 6,938 23.5 1.2 12.4 12.8 11.1 61.6 3.6

富山県　計 135 25.2 0.7 19.3 11.9 9.6 59.3 3.7

　製造業　計 77 29.9 16.9 6.5 11.7 58.4 1.3

　　食料品 13 15.4 23.1 15.4 69.2

　　繊維工業 6 16.7 16.7 83.3

　　木材・木製品 3 66.7 33.3 33.3

　　印刷・同関連 7 14.3 42.9 57.1

　　窯業・土石 6 33.3 16.7 16.7 16.7 16.7

　　化学工業 7 28.6 14.3 28.6 71.4

　　金属、同製品 20 40.0 15.0 5.0 10.0 60.0

　　機械器具 9 33.3 22.2 55.6

　　その他 6 33.3 50.0 66.7

　非製造業　計 58 19.0 1.7 22.4 19.0 6.9 60.3 6.9

　　情報通信業 1 100.0 100.0

　　運輸業 6 50.0 83.3

　　建設業 18 22.2 5.6 33.3 11.1 5.6 55.6 5.6

　　　総合工事業 6 16.7 16.7 100.0

　　　職別工事業 3 33.3 33.3 33.3

　　　設備工事業 9 33.3 11.1 55.6 11.1 11.1 33.3

　　卸・小売業 22 13.6 13.6 31.8 4.5 63.6 9.1

　　　卸売業 18 16.7 16.7 27.8 5.6 55.6 11.1

　　　小売業 4 50.0 100.0

　　サービス業 11 27.3 9.1 9.1 18.2 54.5 9.1

　　　対事業所サービス業 9 22.2 11.1 11.1 11.1 66.7 11.1

　　　対個人サービス業 2 50.0 50.0

製

造

業

非

製

造

業

正規従業員
を採用

現在の人員
で対応した

その他業種別 事業所数

他の部署の
従業員・役
員による代
替、兼務

関連会社か
らの人員応

援
派遣の活用

パートタイ
マー、アル
バイトを雇
い入れる
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(3) 出産育児休業制度(産後パパ育休)の対象者への対応(複数回答） 

出産育児休業制度(産後パパ育休)の対象者への対応について聞いたところ、県全体、製造業、非製造業

いずれも「特に実施していない」との回答が最も高かった。次いで「就業規則、労使協定など現行制度を

改正する(した)」が続いており、それぞれ30.4％、30.5％、30.3％であった。 

 

 

　全国 15,862 24.0 9.2 22.2 9.1 0.7 4.7 4.4 45.0

富山県　計 250 22.4 9.6 30.4 14.8 0.4 5.2 3.2 36.8

　製造業　計 128 26.6 10.9 30.5 14.1 2.3 3.1 40.6

　　食料品 22 40.9 13.6 4.5 9.1 50.0

　　繊維工業 12 8.3 16.7 8.3 8.3 66.7

　　木材・木製品 5 20.0 40.0 20.0 20.0 60.0

　　印刷・同関連 8 12.5 50.0 12.5 50.0

　　窯業・土石 13 15.4 46.2 46.2

　　化学工業 8 37.5 37.5 50.0 37.5

　　金属、同製品 38 31.6 5.3 23.7 10.5 2.6 7.9 34.2

　　機械器具 11 27.3 18.2 63.6 36.4 18.2

　　その他 11 27.3 9.1 45.5 27.3 9.1 45.5

　非製造業　計 122 18.0 8.2 30.3 15.6 0.8 8.2 3.3 32.8

　　情報通信業 2 50.0 50.0

　　運輸業 21 9.5 33.3 14.3 4.8 4.8 38.1

　　建設業 40 17.5 12.5 32.5 15.0 10.0 27.5

　　　総合工事業 11 18.2 27.3 45.5 27.3 9.1 9.1

　　　職別工事業 11 27.3 9.1 18.2 9.1 54.5

　　　設備工事業 18 11.1 5.6 33.3 16.7 11.1 22.2

　　卸・小売業 39 15.4 10.3 30.8 17.9 12.8 10.3 30.8

　　　卸売業 28 10.7 10.7 32.1 21.4 10.7 10.7 32.1

　　　小売業 11 27.3 9.1 27.3 9.1 18.2 9.1 27.3

　　サービス業 20 30.0 5.0 25.0 15.0 40.0

　　　対事業所サービス業 14 28.6 7.1 28.6 21.4 35.7

　　　対個人サービス業 6 33.3 16.7 50.0

非

製

造

業

製

造

業

その他
制度の内容
が分からな

い

特に実施し
ていない

（予定もな
い）

業種別 事業所数
対象者の把
握に努めて

いる

対象者に制
度の説明と
取得勧奨を
している

就業規則、
労使協定な
ど現行制度
を改正する
（した）

説明会、掲
示等で社内
全体へ制度
を周知する
（した）

取得促進の
ために手当
を支給する
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６．人材育成と教育訓練について 

（1）人材育成のため従業員に対して行っている教育訓練(複数回答） 

人材育成のため従業員に対して行っている教育訓練について聞いたところ、県全体、製造業、非製造業

すべてで「必要に応じたOJTの実行」が最も高く、それぞれ54.8％、59.0％、50.7％であった。次いで「自

社内での研修会・勉強会の開催」、「民間の各種セミナー等への派遣」「特に実施していない」が続いた。 

 

 
　全国 18,318 50.8 6.8 2.5 12.5 12.5 2.7 2.5 9.3 28.6 8.1 36.9 2.3 20.1

富山県　計 292 54.8 7.2 4.1 11.3 11.3 3.8 1.0 11.0 28.1 12.3 40.1 2.1 20.5

　製造業　計 144 59.0 9.0 6.3 6.9 13.2 2.8 2.1 10.4 29.2 16.7 43.1 2.8 17.4

　　食料品 25 64.0 4.0 16.0 4.0 4.0 4.0 28.0 16.0 44.0 16.0

　　繊維工業 14 42.9 7.1 7.1 21.4 35.7 28.6 7.1 28.6

　　木材・木製品 6 66.7 16.7 16.7 33.3 16.7 33.3 50.0

　　印刷・同関連 9 66.7 22.2 11.1 22.2 33.3 44.4 33.3

　　窯業・土石 16 37.5 6.3 6.3 25.0 6.3 18.8 43.8 12.5

　　化学工業 9 88.9 11.1 44.4 11.1 11.1 44.4 33.3 88.9

　　金属、同製品 41 51.2 12.2 4.9 4.9 9.8 4.9 2.4 19.5 26.8 4.9 43.9 7.3 19.5

　　機械器具 12 83.3 33.3 16.7 25.0 8.3 41.7 41.7 33.3

　　その他 12 66.7 16.7 8.3 8.3 8.3 41.7 33.3 25.0 33.3

　非製造業　計 148 50.7 5.4 2.0 15.5 9.5 4.7 11.5 27.0 8.1 37.2 1.4 23.6

　　情報通信業 3 66.7 33.3 33.3

　　運輸業 27 59.3 3.7 18.5 3.7 22.2 11.1 11.1 48.1 14.8

　　建設業 42 66.7 16.7 2.4 28.6 11.9 7.1 11.9 42.9 9.5 31.0 2.4 7.1

　　　総合工事業 11 72.7 18.2 9.1 9.1 9.1 9.1 54.5 18.2 45.5 9.1

　　　職別工事業 10 60.0 10.0 20.0 20.0 10.0 20.0 30.0 10.0 10.0 10.0

　　　設備工事業 21 66.7 19.0 42.9 9.5 4.8 14.3 42.9 9.5 33.3 4.8

　　卸・小売業 51 37.3 5.9 11.8 3.9 5.9 23.5 7.8 41.2 2.0 39.2

　　　卸売業 32 40.6 6.3 12.5 3.1 6.3 28.1 9.4 40.6 3.1 31.3

　　　小売業 19 31.6 5.3 10.5 5.3 5.3 15.8 5.3 42.1 52.6

　　サービス業 25 40.0 8.0 12.0 12.0 4.0 12.0 24.0 4.0 32.0 28.0

　　　対事業所サービス業 15 46.7 20.0 13.3 6.7 13.3 26.7 6.7 33.3 20.0

　　　対個人サービス業 10 30.0 20.0 10.0 10.0 20.0 30.0 40.0

非

製

造

業

自社内での
研修会・勉
強会の開催

その他
特に実施し
ていない

製

造

業

商工会議
所、商工会
の研修への

派遣

中小企業団
体中央会の
研修への派

遣

中小企業大
学校への派

遣

親会社・取
引先の共同
研修への派

遣

民間の各種
セミナー等
への派遣

通信教育の
受講

業種別 事業所数
必要に応じ
たＯＪＴの

実行

公共職業訓
練機関への

派遣

専修（専
門）、各種
学校への派

遣

協同組合の
共同研修へ

の派遣
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（2）付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容(複数回答) 

 付加価値や生産性を高めるために行う教育訓練、研修の内容について聞いたところ、「各種資格の取得」

が県全体と非製造業において最も高く、それぞれ61.5％、64.2％であった。また製造業では、「各種資格

の取得」と「職階に応じた知識・技能」が58.7％と同率で最も高かった。 

 

 
　全国 15,502 50.2 8.9 3.1 65.4 2.4 2.1 12.1 5.1 4.7

富山県　計 244 53.3 9.4 1.6 61.5 0.8 1.6 13.9 6.1 4.5

　製造業　計 121 58.7 9.9 58.7 1.7 3.3 19.0 6.6 4.1

　　食料品 20 70.0 5.0 25.0 5.0 25.0 10.0

　　繊維工業 10 50.0 10.0 30.0 10.0 20.0 10.0

　　木材・木製品 4 75.0 25.0 75.0 25.0

　　印刷・同関連 7 42.9 28.6 71.4 42.9 14.3

　　窯業・土石 15 26.7 86.7 13.3

　　化学工業 8 87.5 25.0 37.5 12.5 37.5 25.0

　　金属、同製品 36 66.7 8.3 66.7 8.3 13.9 11.1 5.6

　　機械器具 12 50.0 83.3 8.3

　　その他 9 55.6 22.2 55.6 22.2

　非製造業　計 123 48.0 8.9 3.3 64.2 8.9 5.7 4.9

　　情報通信業 3 33.3 33.3 33.3

　　運輸業 23 43.5 17.4 8.7 78.3 4.3

　　建設業 38 42.1 7.9 84.2 7.9 2.6 5.3

　　　総合工事業 9 44.4 77.8 11.1 11.1

　　　職別工事業 9 44.4 11.1 88.9 11.1 11.1

　　　設備工事業 20 40.0 10.0 85.0 5.0 5.0

　　卸・小売業 38 63.2 10.5 2.6 34.2 13.2 7.9 5.3

　　　卸売業 26 65.4 7.7 3.8 34.6 11.5 3.8 7.7

　　　小売業 12 58.3 16.7 33.3 16.7 16.7

　　サービス業 21 38.1 4.8 71.4 4.8 14.3 9.5

　　　対事業所サービス業 13 46.2 7.7 76.9 15.4 7.7

　　　対個人サービス業 8 25.0 62.5 12.5 12.5 12.5

非

製
造

業

製

造

業

アプリ開
発、システ

ム開発

プログラミ
ング

新技術開
発、新商品
開発、研究

語学、コ
ミュニケー
ション能力

その他業種別 事業所数

職階（初任
者、中堅社
員、管理

職）に応じ
た知識・技

能

経理、財務 法律
各種資格の

取得
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７．原材料費、人件費(賃金等)アップ等に対する販売価格への転嫁について 

（1）原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況 

原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況について聞いたところ、県全体、製造業、

非製造業において、「価格引上げの交渉中」が最も高く、それぞれ36.4％、44.1％、28.8％であった。次

に「価格の引上げ(転嫁)に成功した」が続いた一方で、「対応未定」や「転嫁できなかった」と回答した

事業所もみられた。 

 

 

 

 

　全国 18,367 24.3 27.9 15.1 0.2 8.9 6.8 14.4 2.3

富山県　計 291 22.7 36.4 13.7 0.7 6.5 5.2 12.7 2.1

　製造業　計 145 21.4 44.1 13.8 0.7 2.8 2.8 10.3 4.1

　　食料品 26 15.4 38.5 34.6 3.8 3.8 3.8

　　繊維工業 14 7.1 57.1 7.1 7.1 14.3 7.1

　　木材・木製品 7 57.1 14.3 14.3 14.3

　　印刷・同関連 9 33.3 66.7

　　窯業・土石 16 18.8 56.3 6.3 6.3 12.5

　　化学工業 9 22.2 11.1 11.1 44.4 11.1

　　金属、同製品 40 25.0 40.0 10.0 2.5 2.5 5.0 15.0

　　機械器具 12 16.7 58.3 8.3 8.3 8.3

　　その他 12 33.3 41.7 16.7 8.3

　非製造業　計 146 24.0 28.8 13.7 0.7 10.3 7.5 15.1 0.0

　　情報通信業 3 33.3 66.7

　　運輸業 27 11.1 48.1 11.1 14.8 7.4 7.4

　　建設業 40 20.0 27.5 17.5 2.5 7.5 10.0 15.0

　　　総合工事業 9 33.3 11.1 22.2 11.1 11.1 11.1

　　　職別工事業 10 10.0 20.0 20.0 10.0 20.0 20.0

　　　設備工事業 21 19.0 38.1 14.3 4.8 23.8

　　卸・小売業 49 40.8 26.5 8.2 4.1 4.1 16.3

　　　卸売業 31 41.9 35.5 9.7 6.5 6.5

　　　小売業 18 38.9 11.1 5.6 11.1 33.3

　　サービス業 27 14.8 18.5 22.2 18.5 11.1 14.8

　　　対事業所サービス業 15 6.7 26.7 13.3 26.7 6.7 20.0

　　　対個人サービス業 12 25.0 8.3 33.3 8.3 16.7 8.3

その他業種別 事業所数
価格の引上
げ（転嫁）
に成功した

価格引上げ
の交渉中

これから価
格引上げの
交渉を行う

価格を引き
下げた（ま
たはその予

定）

非

製

造

業

製

造

業

転嫁はして
いない（価
格変動の影
響はない）

転嫁はでき
なかった

対応未定
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(2) 原材料、人件費、利益含めた販売価格への転嫁内容(複数回答) 

 原材料、人件費、利益含めた販売価格への転嫁内容について聞いたところ、県全体、製造業、非製造業

において「原材料分の転嫁を行った(行う予定)」と回答した事業所が最も多く、それぞれ82.4%、83.3％、

81.3%であった。続いて「利益確保分の転嫁を行った(行う予定)」や「人件費引上げ分の転嫁を行った(行

う予定)」がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　全国 12,036 79.9 23.7 24.3 1.4

富山県　計 210 82.4 14.3 21.9 1.4

　製造業　計 114 83.3 11.4 18.4 2.6

　　食料品 23 69.6 4.3 26.1 8.7

　　繊維工業 10 60.0 40.0 50.0

　　木材・木製品 6 83.3 16.7

　　印刷・同関連 9 88.9 11.1 22.2

　　窯業・土石 12 91.7 8.3 8.3

　　化学工業 3 66.7 33.3

　　金属、同製品 30 86.7 16.7 16.7

　　機械器具 10 100.0 20.0

　　その他 11 100.0

　非製造業　計 96 81.3 17.7 26.0 0.0

　　情報通信業

　　運輸業 18 83.3 33.3 5.6

　　建設業 26 84.6 26.9 19.2

　　　総合工事業 6 83.3 50.0 16.7

　　　職別工事業 5 100.0 40.0 20.0

　　　設備工事業 15 80.0 13.3 20.0

　　卸・小売業 37 78.4 5.4 40.5

　　　卸売業 27 81.5 3.7 33.3

　　　小売業 10 70.0 10.0 60.0

　　サービス業 15 80.0 13.3 26.7

　　　対事業所サービス業 7 71.4 28.6 28.6

　　　対個人サービス業 8 87.5 25.0

人件費引上
げ分の転嫁
を行った
（行う予

定）

利益確保分
の転嫁を

行った（行
う予定）

その他

非

製

造

業

製

造
業

業種別 事業所数

原材料分の
転嫁を行っ

た（行う予
定）
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 (3) 価格転嫁の状況 

 価格転嫁の状況について聞いたところ、1年前の販売価格と比較すると、県全体と非製造業において

「10％未満」が最も高く、それぞれ40.6％、44.1％であった。また、製造業では「10～30％未満」が最も

高く、50.0％だった。次いで、10％未満が36.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

　全国 4,390 41.4 39.8 4.2 5.1 8.2 1.3

富山県　計 64 40.6 34.4 3.1 6.3 15.6 0.0

　製造業　計 30 36.7 50.0 0.0 3.3 10.0 0.0

　　食料品 4 50.0 50.0

　　繊維工業 1 100.0

　　木材・木製品 4 25.0 75.0

　　印刷・同関連 3 66.7 33.3

　　窯業・土石 2 50.0 50.0

　　化学工業

　　金属、同製品 10 40.0 40.0 20.0

　　機械器具 2 50.0 50.0

　　その他 4 50.0 50.0

　非製造業　計 34 44.1 20.6 5.9 8.8 20.6 0.0

　　情報通信業

　　運輸業 2 100.0

　　建設業 8 50.0 25.0 12.5 12.5

　　　総合工事業 3 100.0

　　　職別工事業 1 100.0

　　　設備工事業 4 50.0 25.0 25.0

　　卸・小売業 20 25.0 25.0 10.0 10.0 30.0

　　　卸売業 13 15.4 30.8 15.4 38.5

　　　小売業 7 42.9 14.3 28.6 14.3

　　サービス業 4 100.0

　　　対事業所サービス業 1 100.0

　　　対個人サービス業 3 100.0

非

製

造

業

７０～１００％
未満

１００％以
上

製

造

業

業種別 事業所数 １０％未満
１０～３０％

未満
３０～５０％

未満
５０～７０％

未満
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８．賃金改定について 

（1）賃金改定実施状況 

令和4年1月1日から令和4年7月1日までの間にどのような賃金改定を実施したかについて聞いたと

ころ、「引き上げた」事業者は、県全体の57.6%、「7月以降引き上げる予定」が7.7％となっている。一

方で「引き下げた」が1.0％、「7月以降引き下げる予定」と回答した事業所はなかった。また、「今年は

実施しない」「未定」の事業所もそれぞれ19.2％、14.5％であった。 

 

 

 

 

 

　全国 18,608 50.6 0.4 16.6 11.3 0.6 20.5

富山県　計 297 57.6 1.0 19.2 7.7 14.5

　製造業　計 147 61.9 15.6 7.5 15.0

　　食料品 27 33.3 22.2 18.5 25.9

　　繊維工業 14 64.3 7.1 7.1 21.4

　　木材・木製品 8 62.5 37.5

　　印刷・同関連 9 66.7 33.3

　　窯業・土石 16 62.5 6.3 6.3 25.0

　　化学工業 9 77.8 11.1 11.1

　　金属、同製品 41 63.4 19.5 4.9 12.2

　　機械器具 12 91.7 8.3

　　その他 11 72.7 9.1 9.1 9.1

　非製造業　計 150 53.3 2.0 22.7 8.0 0.0 14.0

　　情報通信業 3 66.7 33.3

　　運輸業 27 59.3 3.7 18.5 3.7 14.8

　　建設業 43 55.8 20.9 7.0 16.3

　　　総合工事業 11 45.5 27.3 18.2 9.1

　　　職別工事業 11 45.5 36.4 18.2

　　　設備工事業 21 66.7 9.5 4.8 19.0

　　卸・小売業 50 54.0 4.0 24.0 10.0 8.0

　　　卸売業 32 65.6 3.1 18.8 9.4 3.1

　　　小売業 18 33.3 5.6 33.3 11.1 16.7

　　サービス業 27 40.7 29.6 11.1 18.5

　　　対事業所サービス業 15 60.0 6.7 13.3 20.0

　　　対個人サービス業 12 16.7 58.3 8.3 16.7

非

製

造

業

７月以降引
下げる予定

未定

製

造

業

業種別 事業所数 引上げた 引下げた
今年は実施
しない（凍

結）

７月以降引
上げる予定
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（２）平均昇給額 

賃金改定について、賃金を「引上げた」もしくは「引下げた」と回答した事業所に改定前後の一人当た

り所定内賃金を聞いたところ、県全体では単純平均で5,285円(2.11%)、加重平均では5,347円(2.11％)の

昇給となっている。なお「格差」は、全国と富山県との同じ業種同士で比較(全国を100%とした場合)し、

算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数 改定前の賃金 改定後の賃金 昇給額 昇給率 格差

　全国 9,672 252,379 259,219 6,840 2.71 100.0

富山県　計 168 250,987 256,272 5,285 2.11 77.3

　製造業　計 88 235,030 240,303 5,273 2.24 81.6

　　食料品 9 202,593 207,775 5,182 2.56 86.8

　　繊維工業 9 207,154 212,555 5,401 2.61 102.0

　　木材・木製品 3 222,767 227,767 5,000 2.24 67.0

　　印刷・同関連 8 228,120 231,659 3,539 1.55 73.2

　　窯業・土石 9 259,550 267,302 7,752 2.99 125.5

　　化学工業 7 246,373 252,552 6,179 2.51 80.3

　　金属、同製品 26 246,157 250,617 4,460 1.81 62.6

　　機械器具 11 241,472 247,605 6,133 2.54 97.4

　　その他 6 230,808 235,632 4,824 2.09 73.2

　非製造業　計 80 268,539 273,838 5,299 1.97 73.6

　　情報通信業 2 275,917 278,667 2,750 1.00 29.1

　　運輸業 15 264,197 267,883 3,686 1.40 80.5

　　建設業 24 281,969 288,818 6,849 2.43 79.2

　　　総合工事業 5 306,845 312,593 5,748 1.87 64.5

　　　職別工事業 5 276,134 288,775 12,641 4.58 144.0

　　　設備工事業 14 275,169 280,342 5,173 1.88 62.4

　　卸・小売業 30 263,793 269,124 5,331 2.02 87.7

　　　卸売業 22 273,027 278,730 5,703 2.09 83.8

　　　小売業 8 238,399 242,706 4,307 1.81 83.5

　　サービス業 9 254,142 258,460 4,318 1.70 63.6

　　　対事業所サービス業 7 252,611 257,734 5,123 2.03 70.3

　　　対個人サービス業 2 259,500 261,000 1,500 0.58 26.0

非

製

造

業

製

造

業

業種別
単純平均
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事業所数 対象者数 改定前の賃金
改定後の賃

金
昇給額 昇給率 格差

　全国 9,672 264,768 255,550 261,863 6,313 2.47 100.0

富山県　計 168 6,242 252,841 258,188 5,347 2.11 84.7

　製造業　計 88 3,605 239,865 244,809 4,944 2.06 82.4

　　食料品 9 153 216,220 224,522 8,302 3.84 147.3

　　繊維工業 9 225 209,949 213,274 3,325 1.58 71.0

　　木材・木製品 3 8 221,863 227,488 5,625 2.54 81.6

　　印刷・同関連 8 477 224,481 228,320 3,839 1.71 84.3

　　窯業・土石 9 87 271,584 280,454 8,870 3.27 152.4

　　化学工業 7 538 247,246 251,786 4,540 1.84 68.6

　　金属、同製品 26 994 249,212 253,691 4,479 1.80 69.3

　　機械器具 11 738 236,103 242,112 6,009 2.55 103.0

　　その他 6 385 251,774 256,527 4,753 1.89 75.0

　非製造業　計 80 2,637 270,580 276,477 5,897 2.18 87.8

　　情報通信業 2 24 336,354 338,917 2,563 0.76 31.6

　　運輸業 15 572 269,051 275,122 6,071 2.26 152.9

　　建設業 24 789 277,267 283,677 6,410 2.31 77.3

　　　総合工事業 5 118 311,396 320,235 8,839 2.84 106.3

　　　職別工事業 5 104 265,609 273,928 8,319 3.13 101.6

　　　設備工事業 14 567 272,302 277,856 5,554 2.04 66.8

　　卸・小売業 30 1,023 271,795 277,742 5,947 2.19 93.1

　　　卸売業 22 824 275,245 282,006 6,761 2.46 97.7

　　　小売業 8 199 257,510 260,083 2,573 1.00 47.8

　　サービス業 9 229 239,047 242,861 3,814 1.60 60.4

　　　対事業所サービス業 7 222 238,625 242,505 3,880 1.63 58.8

　　　対個人サービス業 2 7 252,429 254,143 1,714 0.68 30.9

非

製

造

業

業種別
加重平均

製

造

業
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 (3) 賃金改定の内容について(複数回答） 

 賃金改定について、賃金を「引上げた」もしくは「7月以降引上げる予定」と回答した事業所に賃金改

定の内容を聞いたところ、県全体では「定期昇給」と回答した事業所が59.3％と最も多く、次いで、「基

本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が28.8％、「ベースアップ」が18.6％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、賃金改定の決定要素について、県全体では「企業の業績」と回答した事業所が56.0％と最も多く、

次いで「労働力の確保・定着」が54.9％、「世間相場」が27.5％と続いている。 

 


